枚方市非常勤職員手当事件の判決概要

第１，事案の内容
次の４つの事案があったが，被告たる枚方市長が，期末手当・退職手当を受領した非常勤の組合員（以下，組合員という）に対しその受領額の返還請求するよう求められたのは，甲，乙，丁の３事案であった。
甲事件

H.17.1.17　原告（住民）提訴

枚方市がH.15組合員１９名に対し、「特別報酬」と称する退職手当総額６０２７万０１３４円を支出したことは地方自治法２０３条，２０４条などに違反するとして、原告である住民が枚方市長を被告として，元市長個人ら（元市長個人の外，支出負担行為の専決職員個人，専決に関与あるいは合議した職員個人，以下同様である）対し損害賠償を請求することを求めるとともに，退職手当を受給した職員に対し受領額の返還を請求することを求めた住民訴訟である。

乙事件

H.17.2.24　原告（住民）提訴
枚方市がH.15.12.10一般職の組合員３７３名に対し「特別報酬」と称する期末手当総額１億３２７８万４７８８円を支出したことは地方自治法２０３条，２０４条などに違反するとして、原告である住民が枚方市長を被告として，元市長個人ら対し損害賠償を請求することを求めるとともに，退職手当を受給した職員に対し受領額の返還を請求することを求めた住民訴訟である。

丙事件

H.17.6.14　原告（住民）提訴

枚方市がH.16.6.30教育員会所属の組合員★名に対し、「特別報酬」と称する６月期末手当総額8456万7334★円を支出したことは地方自治法２０３条，２０４条などに違反するとして、原告である住民が枚方市長を被告として，元市長個人ら対し損害賠償を請求するよう求めた住民訴訟である（組合員は相手方とされていない）。
丁事件
H.17.9.22　原告（住民）提訴
枚方市がH.16年度に一般職の組合員３５６名に対し，「特別報酬」と称する６月期末手当，１２月期末手当及び退職金合計総額2億7669万2405円を支出したことは地方自治法２０３条，２０４条などに違反するとして、原告である住民が市長を被告として，期末手当ないし退職手当を受給した職員に対し受領額の返還を請求するよう求めた住民訴訟。

第２，本件の争点
本件の争点として，次の４点があった。これらの争点は４事案とも共通であるが，最も重要な点は「１」で、一般職非常勤とされた職員が，自治法上の常勤か非常勤かという点であった。
なぜなら，ともにその支出には条例の根拠が必要であるが，自治法上の常勤職員であれば，給料および手当が支給できるが，自治法上の非常勤職員とされれば，報酬のみが支給可能で手当は支給できないとされているからである。したがって、仮に，組合員が自治法上の非常勤職員とされれば，枚方市のように手当支給を認める条例があっても，その条例は自治法に違反することとなり，手当支給は違法となる。

１，組合員への手当支給は、自治法２０３条、２０４条の２に反するか。すなわち、非常勤職員であれば手当支給そのものが違法となるのではないか。
２，手当支給を認めた本件条例は、給与条例主義に反するか。すなわち、本件給与条例の規定内容は条例として充分であるか。
３，手当支給によって枚方市に損害が発生したか。すなわち、手当は組合員による労務の対価であるから、手当を受給しても枚方市には損害は生じていないのではないか。

４，組合員は、枚方市が手当支給する旨の給与条例を設けたことから手当支給を当然の前提に労務を提供したのであり、その期待に反して枚方市が手当の返還を求めるのは権利の乱用ではないか。
第３，判決の概要

以下，順に本件判決の概要を紹介する。
１，組合員への手当支給は、自治法２０３条、２０４条の２に反するか。すなわち、非常勤職員であれば手当支給そのものが違法となるのではないか。

1 自治法上の非常勤職員と常勤職員の意義・区別
自治法は、非常勤職員と常勤職員の意義について何も触れていない。そこで、まず、自治法上の非常勤職員と常勤職員の意義・区別が問題となる。裁判所は，常勤職員と非常勤職員の勤務の対価の性格を次のとおり位置づける。

そもそも給与は勤務に対する反対給付としての性格を有するものであるが，常勤の職員については，その勤務の態様からして，その給与が当該職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生活給としての意味を有するものということができるのに対し，非常勤の職員については，その勤務の態様からして，その給与が生活給的意味を有せず，純然たる勤務に対する反対給付としての性格のみを有するものということができるから，常勤の職員の給与については，我が国の生活習慣上盛夏と年末に生活費が一時的に増嵩することを考慮して支給される生活給としての性格を有する特別給たる期末手当及び精勤に対する報償として年に１回又はそれ以上支給される能率給としての性格を有する勤勉手当のいわゆるボーナスや退職後の生活保障的性格をも有する退職手当等の各種手当を支給すべきものとし，非常勤の職員の給与については，勤務に対する反対給付として，原則としてその勤務量，具体的には勤務日数に応じた対価及び費用弁償のみを支給すれば足りるとしたものであると解される。
このことから，裁判所は自治法上の常勤職員の意義について次のとおりいう。
地自法２０４条１項にいう常勤の職員とは，その勤務の態様に照らして当該勤務が当該職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生活の糧を得るための主要な手段と評価し得るような職務に従事する職員をいい，そのような職員に該当するか否かについては，当該職員の任用形式のみならずその職務の内容及び性質等をも勘案し社会通念に従って決すべきものと解される。
②組合員らは常勤職員か
では次に，組合員は自治法上の常勤職員といえるかであるが，判決はまず国家公務員の非常勤に関する人事院規則に言及し，常勤職員と非常勤職員の区別を正規職員の勤務時間の３／４かどうかによるとし，それを超える勤務体系の職員は常勤と推定されるという。すなわち，
国家公務員については，前記前提事実等のとおり，人規１５－１５第２条において，・・・

非常勤職員の勤務時間は，日々雇い入れられる非常勤職員については１日につき８時間を超えない範囲内において，その他の非常勤職員については常勤職員の１週間当たりの勤務時間の４分の３を超えない範囲内において，各省各庁の長の任意に定めるところによる旨規定している。・・・
このような人事院規則の規定の趣旨に加えて，常勤職員の週勤務時間数（勤務時間法５条１項において休憩時間を除き１週間当たり４０時間と定められている。）の４分の３（勤務時間法の上記定めによれば３０時間）を超えるような態様の勤務に従事する職員は，社会通念に照らしても，当該勤務が当該職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生活の糧を得るための主要な手段となっているのが通常であると考えられることを併せ考えると，地方公務員についても，１週間当たりの勤務時間数が常勤の職員の１週間当たりの勤務時間の４分の３を超えるような態様の勤務に従事する職員は，地自法２０４条１項にいう常勤の職員に該当するものと推定されるというべきである。
２，手当支給を認めた本件条例は、給与条例主義に反するか。すなわち、本件給与条例の規定内容は条例として充分であるか。

①給与条例主義における条例の要件

本件の組合員が自治法上の常勤職員とされても，給与支給のためには条例によらなければならない。
枚方市には、組合員に給料に当たる普通報酬と期末手当・退職手当支給に関する条例があった。そこで，次に、枚方市の条例が自治法などが求める条例といえるか、換言すればどの程度のことが条例に定まっていることが必要かが問題となる。この点に関し、判決は次のとおりいう。
これら法令の規定は，普通地方公共団体の職員に対する給与について，常勤の職員の場合であると非勤員の場合であるとを問わず，その支給要件及び支給額を条例において具体的に規定することを予定しており，・・・条例において単に給与の支給根拠のみを定め，具体的な額，支給要件等の基本的事項をすべて普通地方公共団体の長又は規則に委任するようなことは，長の恣意的な給与の支給を許すことにつながりかねず，職員に法定の給与を保障するという観点からも，給与の額及びその支給方法に対する民主的統制を図るという観点からも，給与条例主義の趣旨に反し，許されないものというべきである。
②枚方市給与条例は，①の要件を満たすか
（１）枚方市給与条例における組合員の給料及び手当に関する規定はどうなっていたか。判決の認定によれば次のとおりである。
ア　本件給与条例１条は，同条例は，地公法２４条６号の規定に基づき，枚方市の一般職の職員（以下「職員」という。）の給与等に関し必要な事項を定めるものとすると規定し，同条例５条１項は，職員の給料は，その職務内容，責任の軽重，勤務の強度，勤務時間，労働環境その他勤務に関する条件に応じたものでなければならないと規定する。
イ　本件給与条例５４条１項は，職員のうち，別表第２及び同第３の適用を受ける職員以外の職員（　以下，「非常勤職員」という。）には，給与を支給すると規定し，同条２項は，同条１項の給与は普通報酬及び特別報酬とすると規定し，同条３項は，同条２項に定めるもののほか，非常勤職員には常時勤務を要する職員に対して支給する給与は，支給しないと規定する。
同条例５５条１項は，普通報酬の種類は，月額報酬及び超過勤務報酬とすると規定し，同条２項は，月額報酬の額は３１万６８００円を超えない範囲内で規則で定めると規定し，同条３項は，超過勤務報酬を支給する場合について規定する。
同条例５６条１項は，特別報酬は，６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する揚合（１号），　満６０　歳に達する日以後における最初の３月３１日までに退職した場合（２号）及び満６０歳に達する日以後における最初の３月３１日において在職する場合（同項２号に該当する場合を除く。）（３号）に支給するが，ただし，１週間当たりの勤務時間が１１時間に満たない者及び規則で定める者が２号及び３号に該当する場合においても，特別報酬は支給しないと規定する。そして，同条２項は，特別報酬の額は，下記の各号に定める額とすると規定する。
記
１号　同条１項１号に該当する場合　次に定める額の合計
イ　６月１日又は１２月１日（これらの日を「基準日」という。以下イにおいて同じ，）　現在において当該非常勤職員が受けるべき月額報酬の額に規則で定める基準日ごとの支給率（１の年度における基準日ごとの支給率の合計は，１００分の３００を超えないものとする。）を乗じて得た額に，基準日以前６月以内の期間におけるその者に係る規則で定める在職期間（任用期間の更新により引き続くこととなる期間を含む。ロ及び２号において同じ。）の区分に応じて規則で定める割合を乗じて得た額
ロ　６月１日又は１２月１日（これらの日を「基準日」という。以下ロにおいて同じ。）現在において当該非常勤職員が受けるべき月額報酬の額に規則で定める基準日ごとの支給率（１の年度における基準日ごとの支給率の合計は，１００分の１４０を超えないものとする。）を乗じて得た額に，基準日以前６月以内の期間におけるその者に係る規則で定める在職期間の区分に応じて規則で定める割合を乗じて得た額

２号　同項２号又は３号に該当する場合　退職の日（同項３号に該当する場合にあっては，満６０歳に達する日以後における最初の３月３１日）において当該非常勤職員が受けるべき月額報酬の額に２６．０１５に乗じて得た額を超えない範囲内において，規則で定めるところにより算定した額
（２）判決はこのような規定では，給与条例主義の要件を満たさないという。すなわち，

以上のとおり，本件給与条例の特別報酬に関する規定は，そもそも，その額の算定の基礎とされた月額報酬に関する規定が，その上限額のみを規定し，当該上限額の範囲内での具体的な金額の決定を任命権者にゆだねたものであり，本件給与条例の関係規定から個々の非常勤職員に対する月額報酬の額を決定するための具体的基準を読み取ることもできないから，いわゆる給与条例主義を定めた地自法２０４条３項，２０４条の２，地公法２５条１項等の各規定に抵触し，違法といわざるを得ない上，当該月額報酬額に乗じるべき基準日ごとの支給率及び在職期間の区分に応じた割合の具体的定めを規則にゆだね（定期特別報酬），　又は当該月額報酬に一定の数を乗じた額をその上限額として規定するのみでその範囲内における具体的な額の算定方法の定めを規則にゆだねている（退職時等特別報酬）のであるから，およそ個々の非常勤職員に対する特別報酬（定期特別報酬及び退職時等特別報酬）の額を決定するに当たっての具体的な基準についての定めを欠くものというほかなく，給与の額及びその支給方法の決定に対する民主的統制を図るという観点のみならず，同条例の適用を受ける非常勤職員（市の一般職非常勤職員）に対して法定の給与を保障するという観点からも，給与条例主義の趣旨を没却するものであって，上記各法令の規定に違反し，違法といわざるを得ない。

（３）したがって，本件手当の支給は条例上の根拠がないこととなって違法となる。
３，手当支給によって枚方市に損害が発生したか。すなわち、手当は組合員による労務の対価であるから、手当を受給しても枚方市には損害は生じていないのではないか。

本件手当の支給が給与条例主義に違反するとしても，枚方市は組合員から労務の提供を受けており，期末手当・退職手当がこの労務の提供に対する対価とされれば，枚方市には損害はないこととなる。その結果，枚方市は組合員に対して不当利得返還請求権はないこととなる。しかし，判決は次のとおり指摘した。
当該非常勤職員の勤務に対する対価は，月額報酬等として支給される普通報酬（本給）によって評価し尽くされているというべきであり，退職時等特別報酬も定期特別報酬も，職員の勤務に対する対価であるとみることはできない。
４，組合員は、枚方市が手当支給する旨の給与条例を設けたことから手当支給を当然の前提に労務を提供したのであり、その期待に反して枚方市が手当の返還を求めるのは権利の乱用ではないか。
判決は，この点についても次のとおり指摘して権利濫用を否定した。
特別報酬相当額が不法原因給付に当たるというような事情もうかがわれないのであって，枚方市が補助参加人らに対し，各人に支給した特別報酬相当額の不当利得返還請求をすることが権利の濫用あるいは信義則に反するということはできない。
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